
島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則 (職 員 課) �

� �

地方税法第���条の�の	の規定に基づく特約業者の指定の取消し (税 務 課) 


生活保護法の規定による介護機関の指定 (地 域 福 祉 課) 


生活保護法の規定による指定介護機関の事業廃止の届出 ( 〃 ) �

農業近代化資金の利子補給率の一部改正 (農 業 経 営 課) �

島根県ゴルフ場農薬使用適正化指導要綱の一部改正 (農畜産振興課) �

土地改良区の役員の就任及び退任 (農 村 整 備 課) �

保安林予定森林 (森 林 整 備 課) �

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の一部改正 (水 産 課) �

島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の一部改正 ( 〃 ) �

道路の区域の変更 (道 路 維 持 課) �

道路の供用開始 ( 〃 ) 


� �

特定非営利活動法人の設立の認証申請に係る書類の縦覧 (環境生活総務課) 


開発行為に関する工事の完了 (都 市 計 画 課) ��

島根県立古代出雲歴史博物館データベースシステム等構築者の決定のための企画 (古代文化����) ��

提案競技の実施

����

警備員指導教育責任者講習の実施 (警 察 本 部) �


� �

火薬類製造保安責任者試験及び火薬類取扱保安責任者試験の実施 (消 防 防 災 課) ��

	 


平成��年�月��日付け島根県報第�����号中 (総 務 課) ��

平成��年�月�
日付け島根県報号外第��号中 (産 業 振 興 課) ��
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平成��年�月��日 (金)

� ������
(毎週火・金曜日発行)
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◇����������� !"���#$%&	!"��（規則第��号）

� 規則の概要

� 処分をする相手方に当該処分に係る取消訴訟の被告とすべき者、出訴期間等を教示するよう様式を改正

することとした。（様式第�号関係）

� その他規定の整理

� 施行期日

公布の日から施行することとした。
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島 根 県 報

� �

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

職員の児童手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の児童手当の支給に関する規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

様式第�号を次のように改める。

第�	���号 平成��年�月��日(�)



島 根 県 報第�����号 平成��年�月��日 (�)

�����（第	条関係）

児 童 手 当 に 関 す る 決 定 通 知 書

年 月 日

様

（認定者）

印�

年 月 日付で請求（届）のありました児童手当については、次のとおり決定しましたので通

知します。

なお、この決定（以下「処分」といいます。）に不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算し

て��日以内に行政不服審査法第	条の規定により、知事に審査請求をすることができます。

また、この処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して
か月以

内に島根県を被告として（島根県知事が被告の代表となります。）提起することができます。なお、処分の取消

しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することができないこととされていますが、

①審査請求があった日から�か月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ず

る著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるときは、

裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。

算 定 基 礎 児 童 数 手 当 月 額 支給開始・改定年月

�歳未満 人

�歳以上 人

�歳未満 円

�歳以上 円

合 計 円

年 月から

請 求 却 下 に 関 す る 事 項

却下した理由

� �

請 求 者 等 の 確 認 �



島 根 県 報

� �

この規則は、公布の日から施行する。

� �

������	
��

地方税法（昭和��年法律第���号）第���条の�の�第�項の規定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消したの

で告示する。

平成	�年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

������	

�

生活保護法（昭和��年法律第	��号）第��条の�第
項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので、同法第��条の�第
号の規定により告示する。

平成	�年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第	����号 平成	�年
月��日(�)

氏名又は名称 代表者氏名 主たる事務所又は事業所の所在地 取消しの年月日

株式会社朝日商会 三上 明夫 島根県出雲市渡橋町	���番地
 平成	�年�月�	日

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 指 定

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

社会福祉法人 湖北
ふれあい

松江市岡本町		��番
地


短期入所生活
介護

あいかの里介護福祉
サービスセンター

松江市岡本町		��番
地


平成	�年
�月
日

社会福祉法人 湖北
ふれあい

松江市岡本町		��番
地


通所介護
あいかの里介護福祉
サービスセンター

松江市岡本町		��番
地


平成	�年
�月
日

社会福祉法人 湖北
ふれあい

松江市岡本町		��番
地


訪問介護
あいかの里介護福祉
サービスセンター

松江市岡本町		��番
地


平成	�年
�月
日

�出雲市ひらた福祉
公社

出雲市平田町�		�－



居宅介護支援
事業

�出雲市ひらた福祉
公社 居宅介護支援
事業所

出雲市平田町�		�－



平成	�年
�月��日

奥出雲町
仁多郡奥出雲町三成
���番地


訪問看護
訪問看護ステーショ
ンにた

仁多郡奥出雲町三成
	���番地�

平成	�年
�月�	日

有限会社 くにびき
ケアサービス

安来市黒井田町���

番地

福祉用具貸与

くにびきケアサービ
ス

安来市黒井田町���

番地


平成	�年
�月
日

株式会社 シルバー
ライフネットワーク

東京都中央区日本橋
富沢町�番	�号サン
ウォールビル�階

訪問介護

株式会社シルバーラ
イフネットワーク松
江営業所指定訪問介
護事業所

松江市学園�丁目
��－		山田ビル�階

平成	�年

月
日

有限会社 吉永家具
センター

大田市川合町吉永
		��

福祉用具貸与
よしなが介護ショッ
プ

大田市川合町吉永
		��

平成	�年

月
日



島 根 県 報

��������	


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項において準用する同法第��条の�の規定により、次のとおり指

定介護機関の事業の廃止の届出があったので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


農業近代化資金の利子補給率（平成��年島根県告示第
��号）の一部を次のように改正し、平成��年	月��日から施行

する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

表中「農業近代化資金助成法」を「農業近代化資金融通法」に改める。

���������


島根県ゴルフ場農薬使用適正化指導要綱（平成�年島根県告示第����号）の一部を次のように改正する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第	条中「農薬を使用する者が遵守することが望ましいものとして定められた基準」を「農薬使用基準」に改める。

第�条第
項中「当該ゴルフ場の所在地を管轄する隠岐支庁長又は農林振興センター所長（以下「管轄農林振興セン

ター所長等」という。）を経由して」を削る。

第��条第�項及び第	項中「管轄農林振興センター所長等を経由して」を削り、同条に次の
項を加える。

第�����号 平成��年	月��日 (�)

特定非営利活動法人
輝

出雲市松寄下町
��

番地	

居宅介護支援
事業

居宅介護支援事業所
輝

出雲市松寄下町
��

番地	

平成��年
	月��日

特定非営利活動法人
輝

出雲市松寄下町
��

番地	
訪問介護

ヘルパーステーショ
ン輝

出雲市松寄下町
��

番地	

平成��年
	月��日

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

廃止する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 廃 止

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

社会福祉法人 湖北
ふれあい

松江市岡本町����番
地�

訪問介護
あいかの里介護福祉
サービスセンター

松江市岡本町����番
地�

平成��年
�月��日

�平田市介護公社
平田市平田町����－
�

居宅介護支援
事業

�平田市介護公社居
宅介護支援事業所

平田市平田町����－
�

平成��年

月��日

仁多町
仁多郡仁多町大字三
成���番地�

訪問介護
訪問看護ステーショ
ンにた

仁多郡仁多町大字三
成����番地�

平成��年

月��日

仁多町
仁多郡仁多町大字三
成���番地�

居宅介護支援
事業

訪問看護ステーショ
ンにた居宅介護支援
事業所

仁多郡仁多町大字三
成����番地�

平成��年

月��日



島 根 県 報

� 事業者は、前項の規定による様式第�号による報告を代えて、別に定めるところにより、当該様式第�号に記載すべ

き事項を電子情報処理組織（知事の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と事業者の使用に係る電

子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理をいう。）を使用する方法により行うことができる。この場合にお

いて、当該事業者は、当該様式第�号による報告をしたものとみなす。

� 前項に規定する方法により行われた報告は、同項の知事の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がさ

れたときに知事に到達したものとみなす。

� 第�項の場合において、知事は、様式第�号への自署又は押印について氏名又は名称を明らかにする措置であって別

に定めるものをもって当該自署又は押印に代えさせることができる。

第��条第�項中「管轄農林振興センター所長等を経由して」を削り、同条第�項を同条第�項とし、同条第�項の次に

次の�項を加える。

� 前項の場合において、前条第�項から第�項までの規定を準用する。

第�	条中「管轄農林振興センター所長等」を「農林水産部農畜産振興課長」に改める。

� �

この告示は、平成�
年�月	�日から施行する。ただし、第��条に�項を加える改正規定及び第��条第�項の次に�項を

加える改正規定については、平成�
年�月�日から施行する。

������	

�

土地改良法（昭和	
年法律第���号）第��条第��項の規定により、次の土地改良区から役員の就任及び退任の届出が

あったので、同条第�
項の規定により告示する。

平成�
年�月	�日

島根県知事 澄 田 信 義

大田市富山町才坂土地改良区

� 就任した役員の氏名及び住所

理事

竹下 勇 大田市富山町才坂�	�番地�

錦織 忠明 大田市富山町才坂
	�番地�

大谷 幸雄 大田市富山町才坂���番地�

田中 一成 大田市富山町才坂�
��番地�

大谷 毅 大田市富山町才坂	��番地

監事

竹下 満 大田市富山町才坂�
�番地

細貝 裕二 大田市富山町才坂	��番地

� 就任年月日

平成�
年�月	�日

� 退任した役員の氏名及び住所

理事

竹下 勇 大田市富山町才坂�	�番地�

竹下 和幸 大田市富山町才坂��番地

錦織 忠明 大田市富山町才坂
	�番地�

大谷 幸雄 大田市富山町才坂���番地�

田中 一成 大田市富山町才坂�
��番地�

監事

第���
�号 平成�
年�月	�日(�)



島 根 県 報

大谷 毅 大田市富山町才坂���番地

竹下 満 大田市富山町才坂���番地

��������	


次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により告示す

る。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

�� 保安林予定森林の所在場所

雲南市大東町田中���	－�、���
、����、養賀�
�、���、����－�、����－�、����、����－�、����－�、三刀

屋町多久和
�
－�、
�
－
、
��－�、��	�－�、��	�－�

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

�� 保安林予定森林の所在場所

雲南市掛合町掛合��	�、��		、��
	、��

－�、��

－�、��
�、���
－�、����、����－�

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標

準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を島根県庁及び雲南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

���������


島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱（平成��年島根県告示第��
号）の一部を次のように改正する。

平成�	年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第���	�号 平成�	年
月��日 (	)



島 根 県 報

� �

� この告示は、平成��年�月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の規定は、平成��年�月��日以後に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金について適用し、同日前に貸し付けられた島根県漁業近代化資金については、なお従前の例

による。

������	
	�

島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱（平成�	年島根県告示第�
�号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�条第�号中「���パーセント」を「��
パーセント」に改める。

� �

� この告示は、平成��年�月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業経営維持安定資金利子補給事業実施要綱の規定は、平成��年�月��日以後に貸し

付けられた島根県漁業経営維持安定資金について適用し、同日前に貸し付けられた島根県漁業経営維持安定資金につい

ては、なお従前の例による。

������	
��

道路の区域を次のように変更したので、道路法（昭和��年法律第�
�号）第�
条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第��
�
号 平成��年�月��日(
)

別表中

｢

｣

を

｢

｣

に改める｡

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

道路の
種 類

路 線 名

道 路 の 区 域 管轄する地
方機関の名
称

備 考
区 間

変更前
後の別

敷地の幅員 延 長

県 道
浜田八重可
部線

那賀郡金城町大字今福
����番�地先から同地
先まで

前
メートル

���	�～
�
���

メートル

����

浜田土木建
築事務所

道路災害復旧工
事

拡幅後
���	�～


��
�

����
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��������	


道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定に基づき告示する。

その関係図面は、告示の日から��日間島根県土木部道路維持課及び当該道路を管轄する地方機関において一般の縦覧に

供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� �

特定非営利活動促進法（平成��年法律第	号）第��条第
項の規定に基づき特定非営利活動法人の設立の認証申請が

あったので、同条第�項の規定により、次のとおり縦覧に供する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義


 申請のあった年月日

平成��年�月��日

� 申請に係る特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人 エコビレッジかきのきむら

� 代表者の氏名

井川 保

� 主たる事務所の所在地

鹿足郡柿木村大字福川
��番地内


� 定款に記載された目的

この法人は、��
年の歴史を持つ柿木村が合併によって吉賀町となった後も、この地域に生き続けたいと願う地域住

民とここを愛する都市住民に対して、自然環境や文化や歴史を守りながらも、地域資源を活かした新たな産業の創出や

それを担う次世代の育成を行う情報収集や発信、普及啓発、調査研究、講演会や研修・イベント等の企画、コンサル

ティング、新産業創出へ向けての実証実験事業等を行い、人と自然が共生し、���年先も住み続けられる社会の実現に

寄与することを目的とする。

� 縦覧に供する書類

定款、役員名簿、設立趣旨書、設立当初の事業年度及び翌事業年度の事業計画書並びに設立当初の事業年度及び翌事

業年度の収支予算書

	 縦覧期間

申請書を受理した日から�月間

� 縦覧場所

第��
�
号 平成��年�月��日 (�)

道路の
種 類

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 延 長
供用開始
年 月 日

管轄する地
方機関の名
称

備 考

県 道 川本波多線
大田市三瓶町志学字澤田ロ�
�番�地先
から同字ロ���番�地先まで

メートル

�����
平成��年
�月��日

川本土木建
築事務所大
田土木事業
所

〃 波佐芸北線
那賀郡金城町大字波佐イ���番�地先か
ら同大字イ���番
地先まで

��
��� 〃
浜田土木建
築事務所
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県政情報センター（県庁南庁舎�階）

特定非営利活動法人の事務所の所在地を所管する隠岐支庁又は総務事務所

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和��年法律第���号）第��条第�項の規定により公告す

る。

平成��年	月
�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 開発区域

安来市黒井田町字綱屋田�番� 外��筆

面積 

��
���平方メートル

� 開発許可を受けた者の住所及び氏名

安来市黒井田町���番地

岩田益子

島根県立古代出雲歴史博物館データベースシステム等構築者について、提案競技により選定のうえ特定するので、次の

とおり公告する。

平成��年	月
�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 提案競技に付する事項

� 業務名

島根県立古代出雲歴史博物館データベースシステム等構築業務

� 業務内容

ア 資料管理データベースシステムの構築

イ 利用者管理システムの構築

ウ 歴史文化情報個別ガイダンスシステムの構築

エ 図書管理データベースシステムの構築

オ 上記データベースシステムを利用する���コンテンツの作成

カ ���コンテンツ管理システムの構築

� 仕様

「島根県立古代出雲歴史博物館データベースシステム等構築業務仕様書（以下「仕様書」という。）」による。

� 予算額

���
���
���円（消費税及び地方消費税を含む。）

� 履行期間（予定）

契約締結日の翌日から平成��年�月末日まで

� 提案競技参加資格に関する事項

� 本案件は、単独企業・法人又は特定共同企業体（以下「共同企業体」という。）による提案競技による。

なお、共同企業体の結成は自主結成とし、次の内容を規定した協定を結ぶこと。

ア 目的

イ 企業体の名称

ウ 構成員の住所及び氏名

エ 代表者の名称

第�
���号 平成��年	月
�日(��)
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オ 代表者の権限

カ 構成員の出資の割合

キ 構成員の責任

ク 取引金融機関

ケ 決算

コ 利益金の配当の割合

サ 欠損金の負担の割合

シ 業務履行中における構成員の脱退に対する措置

ス 業務履行中における構成員の破産又は解散に対する処置

セ 解散後の瑕疵担保責任

ソ その他必要な事項

� 提案競技に参加する者の資格は、単独企業・法人にあっては次のアに掲げる要件のすべてを、共同企業体にあって

は次のイに掲げる要件のすべてを満たしたものであること。

ア 単独企業・法人の資格要件

� 地方自治法施行令（昭和��年政令第��号）第���条の�第�項に規定する者でないこと。

� 地方自治法施行令第���条の�第�項の各号のいずれかに該当すると認められる事実があった後�年を経過し

ない者でないこと。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者でないこ

と。

� 共同企業体の構成員でないこと。

� 島根県税並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

� 公告の日から、提案書の審査完了の日までの間に、島根県の実施する入札について、指名停止を受けていない

者であること。

カ� 役員が別に設置する「古代出雲歴史博物館情報システム構築者選定審査委員会」（以下「審査委員会」とい

う。）の委員でないこと。

キ� 物品の製造の請負、売買等に係る入札参加資格審査要綱（昭和�	年島根県告示第�号）に基づき、営業種目の

大分類「文具・事務用機器類」中分類「情報処理機器」又は大分類「機械器具類」中分類「電気通信機器」の入

札参加資格を認定され、Ａ等級に格付けされた者であること。

なお、資格審査を受けていない者にあっては、同要綱の規定に基づき資格審査の申請手続を行い、提案競技参

加表明に係る書類の提出期限までに営業種目の大分類「文具・事務用機器類」中分類「情報処理機器」又は大分

類「機械器具類」中分類「電気通信機器」の入札参加資格を認定され、Ａ等級に格付けされたものであること。

ク� 過去
年間に博物館又は博物館相当施設において、同様のシステム等を構築した経験を持つ者であること。

ケ� システム導入後の初期技術指導、使用法のサポート又は障害発生時における迅速な対応ができる者であるこ

と。

イ 共同企業体の資格要件

� 共同企業体の代表構成員は、出資比率が最大の構成員であること。

� 構成員の全てがアの�からカ�までに該当すること。

� 構成員のうち少なくとも�社は、アのキ�、ク�及びケ�に該当すること。

� 構成員は、他の共同企業体の構成員でないこと。

� 提案競技参加手続

� 提案競技参加表明

提案競技に参加を希望する者は、次に定める書類を提出しなければならない。

ア 参加表明書

イ 最近�事業年度の消費税及び地方消費税の納税証明書（共同企業体の場合は、構成員全ての納税証明書）

第�����号 平成��年
月�
日 (��)
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ウ 誓約書

エ 経済産業省認定情報処理技術者についての届け

オ 協定書（共同企業体の場合のみ）

カ 類似業務実績

キ 委託業務実施体制、担当技術者の類似業務実績及び委託期間内の手持ち業務の状況

� 提案書提出者の選定

提出された書類に基づいて、審査委員会で次の項目について審査し、提案書を提出できる者を選定する。

ア 類似業務に係る実績

イ 担当技術者の経験及び実績

ウ 業務の実施体制及び実施方針

� 提案競技参加表明書の提出方法、提出期限及び提出先

� 提出方法

郵送又は持参による。

� 提出期限

平成��年�月��日（月）午後�時（必着）

� 提出先

��に同じ

� 提案書提出者選定結果の通知

提案競技参加表明書の提出者に対し、平成��年	月
日付けで、郵送にて通知する予定

� 提案書の内容

提案書は、古代出雲歴史博物館データベースシステム等の構築について提案すること。

� 要求する仕様

仕様書を参照すること。

� 提案書の形式及び内容

提案競技参加要項による。

	 提案書の提出方法、提出期限及び提出先

� 提出方法

郵送又は持参による。

� 提出期限

平成��年�月��日（金）午後�時（必着）

� 提出先

��に同じ

� 提案競技参加要項等の配布期間及び配布場所

� 配布期間

平成��年�月��日（金）から平成��年�月
�日（月）まで

閉庁日を除く毎日 午前�時から午後�時まで（正午から午後
時までの間は除く。）

� 配布場所

島根県教育庁古代文化センター

なお、返信用封筒（返信先を明記した定形外角�号の大きさで、切手（���円）をはり付けたもの）を同封して配

布の依頼のあった場合には、書留郵便により郵送する。

また、この提案競技参加事項は、島根県古代文化センターホームページ（������������������������� ��

!"#���）にも掲載する。

� 選定方法

第�$���号 平成��年�月��日(��)
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� 評価の手順

ア 提出された提案書について、審査委員会において厳正な評価及び選定を行う。

イ 提案価格が予算額の範囲内である提案書について、提案者によるプレゼンテーション及びヒアリングを実施し、

最も優れた提案書を特定する。

� 提案書の評価方法

ア 提案内容が、仕様書の要求要件を満たしているか否かを判定し、これを満たしている提案を評価の対象とする。

イ 提案内容については、次の項目について総合的に評価を行う。

� 経費に関する項目（イニシャルコスト、ランニングコスト等）

� システムの機能性、実現性、操作性及び拡張性に関する項目

� 保守に関する項目

� データベースシステム及び各コンテンツについての有効な提案に関する項目

� 入館者を含む利用者増加に寄与する提案に関する項目

� 選定結果の通知

選定結果については、次に掲げる事項を全提案者に対し郵送にて通知する。

ア 採否の旨

イ 採択した提案書を提出した者の氏名又は名称

ウ 採否の理由

エ 審査委員会委員構成

	 審査経過については、公表しない。また、選定結果に対しての異議申立ては、受け付けない。

�� 提案の無効に関する事項

次のいずれかに該当するときは、その者の提案は無効とする。

� 所定の日時及び場所に書類を提出しないとき。

� 事実に反する申請や提案に関する不正行為があったとき。

� 提案者が当該提案競技に対して�以上の提案をしたとき。

	 提案者が他人の提案の代理をしたとき。


 提案者があらかじめ指示した事項に違反したとき、又は求められる義務を履行しなかったとき。

�� 契約

� 契約の相手方

業務実施予定者と交渉の上、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成�年政令第

���号）第��条第�項第�号の規定に基づき、随意契約するものとする。

� 契約金額

業務実施予定者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において決定する。

� 契約条項

契約書及び仕様書による。

	 前金払

なし


 契約保証金

島根県会計規則（昭和�	年島根県規則第��号）第
	条第�項の規定により契約金額の���分の��以上を納付するこ

と。ただし、同規則第
	条の�各号のいずれかに該当する場合は、免除する。

� 契約の手続に使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨とする。

�� 質問の受付

� 質問は、期限までに質問書により提出すること。（なお、ファックス及び電子メールによる質問書の送付も可とす

第��
�
号 平成��年�月��日 (��)
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る。ただし、必ず到着確認の電話をすること。）

� 提出期限

ア 提案競技参加表明書に関する質問

平成��年�月��日（月）午後�時（必着）

イ 提案書に関する質問

平成��年�月��日（金）午後�時（必着）

� 質問に対する回答は、郵送、ファックス又は電子メールにより参加者全員に通知する。

�� その他留意事項

� 提出期限後の問い合わせ並びに書類の追加及び修正には、原則として応じない。

� 提案書の著作権は、提案者に帰属する。

� 提案書は、他の提案者に対し非公開とする。

� 提出書類の作成及び提出に要する費用並びに面接に要する経費は、参加表明者の負担とする。

� 提出された書類は、返却しない。

� 手続に用いる言語等

ア 提出書類は、日本語で作成すること。

イ 金額欄は、出納官吏事務規定（昭和��年大蔵省令第	�号）第�
条に規定する外国貨幣換算率による日本国通貨に

換算し、記載すること。

ウ 面接に使用する言語は、日本語とする。

エ 時刻は、日本の標準時を用いる。

�� 問い合わせ先（書類提出先）

〒
	�－���� 島根県松江市殿町
番地 島根県立博物館内

島根県教育庁古代文化センター 担当：品川、増田

電話番号 ����－��－
���

���番号 ����－��－
���

電子メールアドレス ������������������� !�"�

�� #$����%

� &�'$�����($��'�'%�����)�*��'�+���($����：

� *��� �'���'��'����'�+����%�'������'��*��'��'���,�+��'�����#������-$��$� ����*���'

./$��

� 0��� �������$+���������������� ��*$���'�：

��1������2�$!$�'�	2����

� ����$�'�����'�� �*��'�*'；

#������3����*'$�� .��'�'$'�����*���'4$ '$��

�5���6��*��-�'�$�4�'%

#������3����*'$��
	�6����7�3�&

589：:��6���6��6
���

� � � � � � �

�	
���������
�

警備業法（昭和��年法律第���号）第��条の;第<項第
号に規定する警備員指導教育責任者講習を次のとおり実施す

るので、警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則（昭和��年国家公安委員会規則第<

号）第
条の規定により告示する。

第�2
�
号 平成��年�月��日(��)
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平成��年�月��日

島根県公安委員会委員長 増 原 久 子

� 講習の期間、時間及び場所

� 講習期間

平成��年�月��日（火）から�月��日（水）まで（日曜日、土曜日及び祝日を除く。）

� 講習時間

午前�時から午後�時まで

� 実施場所

出雲市平田町�	
�番地�

出雲警察署平田庁舎 電話��

－�
－����

� 受講定員及び受講対象者

� 受講定員

	�人

� 受講対象者

警備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則第�条の�に規定する次のいずれかに該

当する者

ア 最近�年間に警備業務に従事した期間が通算して�年以上である者

イ 警備員等の検定に関する規則（昭和��年国家公安委員会規則第�号。以下「検定規則」という。）第�条第�項

に規定する�級の検定に合格した者

ウ 検定規則第�条第�項に規定する�級の検定に合格した警備員であって、当該検定に合格した後、継続して�年

以上警備業務に従事しているもの

� 受講手続きに関する事項

� 受講申込書の受付期間

平成��年�月�日（月）から�月�	日（金）まで（日曜日及び土曜日を除く。）の午前�時
�分から午後�時まで

ただし、受講定員に達した時点で受付を締め切る。

� 受講申込書の提出先及び提出方法

ア 提出先

島根県内の最寄りの警察署に提出すること。

イ 提出方法

本人が直接受講申込書を持参すること。

� 受講申込に必要な書面

ア 警備員指導教育責任者講習受講申込書 �通（�か月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦
��セ

ンチメートル、横��	センチメートルの写真を貼付したもの）

イ 添付書類

� 前記�の�アに該当する者

警備業務に従事していたことを証明する警備業者等作成に係る書面（以下「警備業務従事証明書」という。）

及び履歴書

� 前記�の�イに該当する者

検定規則第�条第�項に規定する�級の検定に係る合格証の写し

� 前記�の�ウに該当する者

検定規則第�条第�項に規定する�級の検定に係る合格証の写し及び警備業務従事証明書

� 受講手数料の納入方法

講習初日の受付時（�月��日（火）午前�時
�分から午前�時までの間）に、手数料納付書に記名押印の上、受講

第�����号 平成��年�月��日 (�
)



島 根 県 報

手数料������円相当額の島根県収入証紙を貼付して納付すること。

なお、島根県収入証紙を事前に購入する等準備をしておくこと。

� 講習の委託

講習は、社団法人島根県警備業協会（松江市殿町�番地）に委託して実施する。

� その他

� 筆記用具を持参するとともに、実技ができるよう服装に配意すること。

� 講習に関する問合せは、島根県警察本部生活安全企画課（電話��	
－
�－����内線�
�
）又は島根県内の最寄りの

警察署生活安全（刑事）課（係）に行うこと。

� �

火薬類取締法（昭和
	年法律第�
�号）第��条の�第�項の規定に基づき、島根県知事の委任に係る火薬類製造保安責

任者試験及び火薬類取扱保安責任者試験を次のとおり実施するので、火薬類取締法施行規則（昭和
	年通商産業省令第��

号）第��条の規定により告示する。

平成��年�月
�日

社団法人 全国火薬類保安協会会長 中 村 輝 夫

� 試験の種類

丙種火薬類製造保安責任者試験

甲種火薬類取扱保安責任者試験

乙種火薬類取扱保安責任者試験

� 試験日時

平成��年�月
�日（日）��時から�	時まで

� 試験科目

� 試験場所 松江市

� 受験願書常置場所及び提出先

安来市広瀬町石原���－� 能義郡安来建設業会館内 安来地方火薬類保安協会

松江市学園南�丁目��－� 松江市消防本部内 松江地区火薬類保安協会

雲南市木次町里方��
	－� 雲南建設会館内 雲南地方火薬類保安協会

仁多郡奥出雲町三成��
－
	 仁多郡建設会館内 仁多地方火薬類保安協会

出雲市塩冶有原町�－�� （社）島根県採石協会内 出雲簸川地方火薬類保安協会

大田市大田町大田イ���－� 大田建設会館内 大田邇摩地方火薬類保安協会

邑智郡川本町川本
��－� 邑智建設会館内 邑智郡火薬類保安協会

浜田市原井町���－
� 浜田建設会館内 那賀地方火薬類保安協会

益田市中吉田町
��－� 益田建設会館内 益田地方火薬類保安協会

鹿足郡津和野町後田イ	�－� 鹿足建設会館内 鹿足地方火薬類保安協会

隠岐郡隠岐の島町西町名田の四，�
－� 隠岐建設会館内 隠岐地方火薬類保安協会

第�����号 平成��年�月
�日(��)

丙種火薬類製造保安責任者

試験

火薬類取締りに関する法令

信号えん管、信号火せんまたは煙火（原料用火薬および爆薬を含む。）製造工場保安

管理技術

一般教養科目

甲種・乙種火薬類取扱保安

責任者試験

火薬類取締りに関する法令

一般火薬学
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松江市殿町� 島根県庁�Ｆ 島根県火薬類保安協会連合会

� 受験願書受付期間

平成��年�月��日（火）から�月�日（木）まで

（郵送による場合は、�月�日までの消印があるものに限り受け付ける。）

� 受験手数料

���			円（所定の方法により納付すること。）


 問い合わせ先

松江市殿町� 島根県庁�Ｆ 島根県火薬類保安協会連合会（電話	���－��－��	�）

� �

平成��年�月�	日付け島根県報第��
��号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

平成�
年�月��日付け島根県報号外第��号中に誤りがあったので、次のように訂正する。

第��
�
号 平成��年�月�	日 (��)

ページ 行 誤 正

� 下から�� なお、 なお

ページ 行 誤 正

�� 上から�� ��	�	円 ����	円
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